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『 消 費 者 契 約 法 （２） 』 

 前回に続いて消費者契約法について説明します。 

 消費者契約法第４条は、事業者が消費者契約の締結について勧誘する際に、次のよう

な行為をして消費者が誤認して契約した場合、消費者はその契約を取り消すことができ

るとしています。今回は、不実告知、不利益事実の不告知について説明します。 

１．不実告知 

 事実と異なることを告げることです。重要事項に関し、その告げた内容が客観的事実

と異なることを言います。 

 例えば、消費者が中古住宅を借りようと思って築造日を尋ねたところ、業者から２年

であると言われ契約を結んだが、調べてみると築１０年であったというのがこのケース

にあたります。これに対し、業者からこの借家は居住環境に恵まれていると説明を受け

て家を借りたが、それほど居住環境に恵まれているとは思えなかったというケースは、

主観的評価の問題なので、これに当たりません。なお、消費者が事実を誤認したこと、

すなわち告げられた内容が本当だと思ったことが必要です。 

２．不利益事実の告知 

 例えば、マンションの一室を「眺望がよく日当たりもよい」と業者から言われて長期

間の賃貸借契約で借りたが、その３ヵ月後にその隣にビルができて眺望、日照が非常に

悪化したケースで、その業者がそのビルが建つのを知りながらこれを故意に告げなかっ

たという場合がこれにあたります。また、賃貸マンションの一室で直前自殺ががあった

ようなケースで、業者がそれを知りながら説明せず、賃貸借契約を締結させられたケー

スもこれにあたるでしょう。 

 今後、建物の借主、消費者の権利意識はますます強くなり、また法律的にもその保護

は強化されていくので、契約の際には業者、建物の貸主は借主、消費者に対して適切か

つ十分な説明をすることが必要でしょう。この契約勧誘の際の説明義務は、建物賃貸借

だけでなく、医療行為、金融商品の販売、その他あらゆる取引における業者の基本的か

つ必要な義務となるものです。 


